


4.  その他 

(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）  無  

(2) 連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変
更に記載されるもの） 

（注）詳細は、19ページの「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」をご覧ください。 

(3) 発行済株式数（普通株式） 

（注）１株当たり当期純利益（連結）の算定となる株式数については、35ページ「１株当たり情報」をご覧ください。 

① 会計基準等の改正に伴う変更 有

② ①以外の変更 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 21年12月期 116,966,183株 20年12月期 122,966,183株

② 期末自己株式数 21年12月期  1,158,068株 20年12月期  7,099,435株

（参考）個別業績の概要 

1.  21年12月期の個別業績（平成21年1月1日～平成21年12月31日） 

20年12月期は、前期に決算期を３月31日から12月31日に変更したことにより、対前期増減率は記載しておりません。 

(2) 個別財政状態 

  

(1) 個別経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

21年12月期 41,488 △0.4 3,727 23.8 4,035 39.1 1,651 124.5
20年12月期 41,656 ― 3,011 ― 2,901 ― 735 ―

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり当期純

利益
円 銭 円 銭

21年12月期 14.26 14.17
20年12月期 6.05 ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

21年12月期 69,478 59,086 85.0 510.21
20年12月期 81,268 59,157 72.8 510.56

（参考） 自己資本 21年12月期  59,086百万円 20年12月期  59,157百万円

2.  22年12月期の個別業績予想（平成22年1月1日～平成22年12月31日） 
（％表示は通期は対前期、第2四半期累計期間は対前年同四半期増減率）

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 

 上記の予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業績は今後さまざまな要因によって予想数値と異なる
場合があります。 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期 
累計期間

20,300 1.6 1,400 △17.8 1,500 △22.4 600 △19.6 5.18

通期 42,100 1.5 3,300 △11.5 3,500 △13.3 1,500 △9.2 12.95



(1）経営成績に関する分析 

 ①当期の経営成績 

 当連結会計年度のわが国経済は、一部に景気の持ち直しの動きが見られたものの、一昨年秋以降の世界的な金融

危機の影響による企業収益の低迷、個人消費の落ち込みなどが解消しないまま先行き不透明な状況で推移いたしま

した。 

 ＯＴＣ医薬品を取巻く市場では、平成21年６月施行の薬事法の改正にともない、当初はＯＴＣ薬市場への期待感

も高まりましたが、現時点においては特に第１類医薬品の伸び悩みが店頭販売に影響を及ぼしております。 

 このような状況のもとで、当社グループは独自の戦略であるＩＢＭ（理想のビジネスモデル＝Ideal Business 

Model）３ヵ年計画の３年目となる当期を体質改善を図りながら体力をつけてきた成果を基に成長につなげる年と

位置付け、５つのコアブランドを中心とした施策を進めてまいりました。 

 この結果、当期の業績は、以下の通りとなりました。 

 当社の主力でありますコンシューマーヘルスケア部門（ＣＨＣ部門と称す）では、広告宣伝費の効率的な投入に

よるコアブランドの強化・育成が功を奏し、厳しい市場環境にありながらも前期を上回る売上（前期比0.4％）を

達成しました。特に積極的な投資を行なったコアブランドにおいては、全体では前期比5.3％増の成長を達成しま

した。製品別では、平成20年12月に発売した「スルーラック デトファイバー」を含む便秘治療剤「スルーラッ

ク」群、鎮痛薬「イブ」群が前年を大幅に上回り好調に推移したことに加えて、６月に発売した「ハイチオール

Ｂ」を含む美容・美肌ビタミン剤「ハイチオール」群も前年を上回る売上を計上することが出来ました。一方、ド

リンク剤「エスカップ」群は微減、かぜ薬「エスタック」群につきましては、かぜ薬市場全体の不振の影響もあり

前年を下回りました。 

 コアブランド以外につきましては、計画を上回りましたが、前期比で減少、受託売上（医療用医薬品）につきま

しても減少しております。 

また、海外連結子会社につきましては、現地通貨ベースで微減でしたが、円貨換算の影響もあり売上高は減少

しました。 

 一方、利益面では、広告宣伝費の大幅な増加にもかかわらず、原価率の改善や販売費及び一般管理費の効率的な

投入などＩＢＭによる収益構造の改善効果により、営業利益39億48百万円（前期比22.6％増）、売上高営業利益率

8.3％（前期の売上高営業利益率は6.6％）となり経常利益・当期純利益ともに大幅増益となりました。 

 当社個別の業績につきましては、売上高414億88百万円（前期比△0.4％）、営業利益37億27百万円（前期比

23.8％）、売上高営業利益率は9.0％（前期の売上高営業利益率は7.2％）となっております。また、連結ベースと

同様、経常利益40億35百万円（前期比39.1％）、当期純利益16億51百万円（前期比124.5％）ともに大幅増益とな

っております。 

 なお、当社は平成21年３月31日をもって会社法178条の規定に基づき、自己株式6百万株を消却し、同日第５回無

担保転換社債96億9百万円の償還を行ないました。 

＜セグメントの状況＞ 

 当社グループの所在地別売上高は、当期におきましては、日本の割合が87.3％となり、ドイツの割合が11.4％、

その他の地域の割合が1.3％となりました。 

＜研究開発の状況＞ 

 当期の研究開発費は 百万円となっております。 

＜設備投資の状況＞ 

 当期の設備投資は、生産設備の能力向上及び当社の情報システム開発を中心に14億16百万円の設備投資を行ない

ました。 

１．経営成績

  前 期 当 期 前期比

  百万円 百万円 ％ 

連結売上高  48,557  47,505  △2.2

（内ＣＨＣ） (39,795) (39,950) (0.4)

営業利益  3,219  3,948  22.6

経常利益  2,985  4,216  41.2

当期純利益  790  1,792  126.8

17億36



 ②来期の見通し 

 来期のＯＴＣ医薬品市場は、金融危機の影響による個人消費の足踏み状態が依然として続いており、引き続き厳

しい環境が予想されます。 

当社グループの平成22年12月期の業績見込は、連結売上高478億円、営業利益35億円、経常利益37億円、当期純

利益16億を見込んでおります。 

ブランド別には、当社の今後の成長の核となる「イブ」群、「エスカップ」群は、ブランド力強化よる売上増

加を見込んでおります。特に「エスカップ」群に関しましては、店頭活動の強化に加えて、約４年ぶりとなる本格

的な広告投資を積極的に行なっていきます。また平成20年12月に発売した「スルーラック デトファイバー」を含

む「スルーラック」群につきましても、継続的な売上増加を見込んでおります。一方「ハイチオール」群は、店頭

販売を強化いたしますが市場環境を考慮して前年を下回る売上を見込んでおります。 

 また、それ以外の製品につきましては、一般店市場の縮小もあり減収を見込んでおります。 

来期の営業利益、経常利益、当期純利益に関しましては、当期まで顕著に表れていたＩＢＭによる経費削減効

果が一段落することに加えて、人材開発や成長戦略のための積極的な投資や研究開発費等の費用の増加を見込んで

いるため、減益となっておりますが、引き続き企業体質強化に努めてまいります。 

広告宣伝費に関しましては、従来通り主要ブランドに重点的に投入しコアブランドの育成を進めてまいりま

す。ただし、その一部を店頭活動の更なる強化のための販売促進費に振り向ける予定のため、広告宣伝費としては

前期比で減少する見込みです。 

(2）財政状態に関する分析 

 ①資産、負債及び純資産の状況 

 当期の財政状態につきましては、前期と比較して、総資産は118億67百万円減少し、 百万円となりまし

た。これは主に有価証券、投資有価証券の減少や有形固定資産の償却による減少等によるものであります。 

 負債は、118億27百万円減少し、 百万円となりました。これは主に転換社債の償還等によるものでありま

す。 

 純資産につきましては、40百万円減少し、 百万円となりました。これは主に当期純利益及び在外子会社

の会計処理の変更に伴う繰越利益剰余金の計上があった一方、配当金の支払及び為替換算調整勘定の影響等による

ものであります。これらの結果、自己資本比率が82.7％（前期比12.0％増）となりました。 

 ②キャッシュ・フローの状況 

連結キャッシュ・フロー 

・営業活動によるキャッシュ・フローは、 百万円の収入となりました。主な内訳は、税金等調整前当期純利

益 百万円、減価償却費 百万円等があった一方、法人税等の支払による支出 百万円、たな資産

の増加による減少額 百万円等によるものであります。 

・投資活動によるキャッシュ・フローは、 百万円の支出となりました。主な内訳は、有価証券の償還による

収入 円があった一方、有価証券の取得による支出 百万円、定期預金の預入による支出 円等によ

るものであります。 

・財務活動によるキャッシュ・フローは、 円の支出となりました。主な内訳は、新規調達を行なわない手元

資金による転換社債の償還による支出 百万円、配当金の支払による支出 百万円等によるものであり

ます。 

これらの結果、現金及び現金同等物の当期末残高は、 百万円となり、前連結会計年度と比較して122億47

百万円減少しました。 

696億29

120億17

576億11

  前 期 当 期 前期比

営業活動によるキャッシュ・フロー（百万円）  1,217  3,055  1,838

投資活動によるキャッシュ・フロー（百万円）  △10,637  △3,681  6,956

財務活動によるキャッシュ・フロー（百万円）  △7,265  △11,600  △4,335

現金及び現金同等物の期末残高（百万円）  20,694  8,446  △12,247

30億55

29億74 22億77 7億65

3億17

36億81

300億 279億86 92億

116億

96億9 17億41

84億46



 キャッシュ・フロー指標のトレンドは以下のとおりです。 

 （注） 自己資本比率：自己資本／総資産 

時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産 

キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債／営業キャッシュ・フロー 

インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利払い 

※各指標は、いずれも連結ベースの財務数値により算出しております。 

※株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式数（自己株式控除後）により算出しております。 

※営業キャッシュ・フローは、連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・フローを使用し

ております。有利子負債は、連結貸借対照表に計上されている負債のうち、利子を支払っている全ての負債

を対象としております。また、利払いにつきましては、連結キャッシュ・フロー計算書の利息の支払額を使

用しております。 

※キャッシュ・フロー対有利子負債比率及びインタレスト・カバレッジ・レシオについては、営業キャッシ

ュ・フローがマイナスの場合には記載しておりません。 

※平成19年12月期は決算期変更に伴い、９ヶ月決算となっておりますので、キャッシュ・フロー対有利子負債

比率およびインタレスト・カバレッジ・レシオについては、９ヶ月間の営業キャッシュ・フロー、利払いに

対する数値となっております。 

 ③来期の見通し 

 営業活動によって得られるキャッシュ・フローは、税金等調整前当期純利益27億円、減価償却費22億円等を見込

んでおります。 

 投資活動によるキャッシュ・フローは、固定資産の取得による支出23億円等を見込んでおります。 

 財務活動によるキャッシュ・フローは、配当金支払額17億円等を見込んでおります。 

 なお、社債発行等による新たな資金調達の計画はありません。 

(3）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当 

 株主の皆様に対し安定配当を継続的に実施するため収益の向上に努め、業績及び将来計画に対応した適切な配当水

準を維持していくことを基本方針としております。 

 また、内部留保資金は、コンシューマーへルスケア関連製品の研究開発、ブランドの育成と増強、Ｍ＆Ａ、生産設

備の強化、並びに生産性向上のための情報システム投資に充当していく方針であります。 

 当期の配当金は、１株につき15円とさせていただく予定です。 

 また、来期の配当金は１株につき15円とさせていただく予定です。 

  

  平成18年３月期 平成19年３月期 平成19年12月期 平成20年12月期 平成21年12月期

自己資本比率（％）  65.0  68.5  68.6  70.7  82.7

時価ベースの自己資本比率 

（％） 
 108.6  91.3  72.5  85.2  82.3

キャッシュ・フロー対有利

子負債比率（年） 
 3.1  －  3.0  8.5  0.2

インタレスト・カバレッジ・

レシオ（倍） 
 13.3  －  27.5  4.9  36.0



(4）事業等のリスク 

 当社の業績は、今後起こりうる様々な要因により影響を受ける可能性があります。投資者の判断に重要な影響を及

ぼす可能性のある事項には、以下のようなものがあります。 

＜売上高等について＞ 

 現在進行している世界的な経済不況の影響や、小売企業間の過当競争によるメーカーに対する納入価格引下げ圧力

の増加、メーカー間の同質的商品の競争激化による納入価格の下落の進展、マーケティングコストの増加が、収益性

に影響を与える恐れがあります。 

 また、当社の市場開拓型かつ差別優位性を持った商品に対する他社からの類似商品の上市が、売上・収益に影響を

与えることが考えられます。さらに、新製品についても製造販売開始後の予想できない市場環境の変化等により、当

初予想していた売上・収益を下回る可能性があります。 

＜研究開発部門について＞ 

 当社は生活者の視点に立った新製品の研究開発に努めておりますが、その過程で期待する有効性、安全性及び製剤

安定性の担保が困難であることが判明した場合や予期しない副作用の発生などの理由により開発計画の変更、または

断念せざるを得ない可能性が考えられます。 

＜生産部門について＞ 

 当社は、販売する主要な製品を自社工場で生産し、一部は他社への製造委託または商品の購入により販売しており

ます。そのため、自然災害や火災の発生やいずれかの製造所における重大事故の発生により、生産活動の停滞・遅延

をもたらした場合、製品の製造ができず市場への供給が不可能となり、該当製品の販売機会を失う可能性が考えられ

ます。また、仕入先など原材料について、何らかの要因によりその供給が停止や遅延した場合、および原油価格等の

高騰などによる原材料の価格上昇によって、業績に影響を及ぼす可能性があります。 

＜他社との提携等について＞ 

 当社は、経営資源の有効活用と外部資源の相乗効果を期待し、共同開発研究や販売提携等において他社との提携を

行なっておりますが、今後何らかの事情により契約変更および提携関係等の解消が発生した場合、また、提携先の経

営環境の悪化や著しい変化によって、予定していた効果を得られなくなる可能性があります。 

＜その他＞ 

 新型インフルエンザの集団罹患、予測不可能な副作用、仕入れ原材料の品質や安全性不備による製品回収及び廃

棄、情報システムの事故等により個人情報等の保有する情報が流出した場合の信用力の低下等が収益に悪影響を及ぼ

す可能性があります。 

 なお、上記以外にもさまざまなリスクが考えられ、ここに記載したものが全てのリスクではありません。 

  



 当社の企業集団は、当社、親会社、連結子会社４社及び非連結子会社で構成されております。また、当社グループの

事業内容は、医薬品の製造・販売を中心とする「医薬品分野」のみであります。 

 事業の系統図は次のとおりであります。 

  

 
  

２．企業集団の状況



(1）経営の基本方針 

 当社グループは「全ての人々の健康を願い、限りない探求と挑戦を続け、信頼され、親しまれるヘルスケアの担い

手を目指す」ことを経営理念とし、ＯＴＣ医薬品を中心とするコンシューマーヘルスケア関連事業（ＯＴＣ医薬品、

医薬部外品等のヘルスケア関連商品分野）に経営資源を集中投下し、生活者目線からの優れた製品の開発と供給を通

じて顧客満足度を高め、企業価値の最大化を目指してまいります。 

 当社グループは、生活者及び取引先に対して、期待以上のアウトプットを提供することを目標に揚げ、その到達点

を「ＯＴＣのチャンピオン」と称し、これを目指して経営改革を進めております。 

 さらに、国内の景気動向に直結するＯＴＣ医薬品事業環境の変化に柔軟に対応し、持続可能な成長を目指して、コ

アブランドの成長育成に注力するなど、積極的に社内改革を進めております。 

当社グループは、平成19年から平成21年の３年間、「構造改革による体質改善」と「ブランド戦略」を柱とした

ＩＢＭ(理想のビジネスモデル＝Ideal Business Model)を基本戦略にすえました。この結果、収益構造は大きく改善

され、利益率の向上となって表れました。また売上面でも、構造改革で得られた資源をコアブランドに集中的に投下

することによって、同ブランド群が拡大し、コンシューマーヘルスケア部門の成長につながりました。今後は、この

成長サイクルを継続しながら、更に人財開発・育成に力を入れ、卓越した組織を構築し、顧客に対する価値の創造を

追求してまいります。 

 また、環境問題やコンプライアンスの確保をはじめとする社会的責任への取り組みは企業の重要な使命と考えてお

ります。昨年はその成果として、リデュース・リユース・リサイクル推進功労者等表彰において、当社成田工場が

「厚生労働大臣賞」を受賞いたしました。当社は今後も社会的信頼を得ることが出来るよう積極的に活動してまいり

ます。 

(2）中長期的な経営戦略  

日本経済は個人消費や企業収益の低迷が依然として続いているものの、今後のヘルスケア関連市場は高齢化社会

への変転とセルフメディケーションという言葉に集約される生活者の健康への関心の高まり、更に新しい機能を有し

たＯＴＣ医薬品の疾病予防や健康維持などへの貢献の可能性を勘案すれば、中長期的には拡大が期待できます。 

また、約50年ぶりといわれた平成21年６月施行の薬事法の大幅な改正は、ＯＴＣ医薬品の事業環境に大きな影響

を与えております。 

当社はこのような市場動向に対応し、コアブランドの強化・育成や人財育成への再投資により売上の伸長を図る

とともに収益性も高めることにより売上高営業利益率の向上を目指します。 

新製品開発においては、平成20年12月発売の「スルーラック デトファイバー」のように、生活者目線から考え

た競争優位性のあるＯＴＣ医薬品を開発しております。さらに、改正薬事法施行以降、現状においては第１類医薬品

市場が伸び悩んでいますが、中長期的な視点からＯＴＣ医薬品の機能拡大はメーカーにとっても流通チャネルにとっ

ても、そして何よりも生活者にとって重要であると考えており、「エスタックイブファイン」「イブアウター」のよ

うなスイッチＯＴＣ医薬品等の開発を引き続き進めております。 

なお、当社は従来からの基本方針に基づき「選択と集中」の戦略を推し進めてまいりましたが、平成19年９月末

までに海外子会社（韓国）１社、国内子会社６社の整理統合を終了いたしました。欧州子会社であるヌトリケム及び

その子会社（当社連結売上高の約13％を占める）についても同戦略に基づき適切な譲渡先が見つかった場合には譲渡

する方針です。 

(3）会社が対処すべき課題  

 平成21年６月の改正薬事法施行により、安全性の観点から全てのＯＴＣ医薬品が第１～３類に区分されました。そ

の分類ごとに販売可能な店舗・店員や店頭での陳列方法の変更に加えて情報提供の仕方も変わった影響から、第１類

医薬品の店頭販売が伸び悩んでおります。適用初年度ということもあり生活者の理解が進んでいないことが要因の一

つと思われます。このような状況に対応するために、当社は直販体制の強みを生かしながら、積極的な営業活動やマ

ーケティング活動を展開し、流通チャネルへのサポートを通してわかりやすい情報提供に努めることにより生活者の

理解を高めていく所存であります。 

  

３．経営方針



４．連結財務諸表 
（１）連結貸借対照表 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(平成20年12月31日) 

当連結会計年度 
(平成21年12月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 13,697 13,046

受取手形及び売掛金 ※3  12,817 ※3  12,836

有価証券 20,983 12,996

たな卸資産 4,320 －

商品及び製品 － 2,833

仕掛品 － 430

原材料及び貯蔵品 － 1,217

繰延税金資産 1,381 1,058

その他 1,090 991

貸倒引当金 △96 △69

流動資産合計 54,194 45,342

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 28,927 27,379

減価償却累計額 △18,683 △18,249

建物及び構築物（純額） 10,244 9,130

機械装置及び運搬具 18,008 17,831

減価償却累計額 △15,694 △15,352

機械装置及び運搬具（純額） 2,313 2,479

工具、器具及び備品 7,854 7,708

減価償却累計額 △5,983 △5,951

工具、器具及び備品（純額） 1,870 1,757

土地 3,745 3,533

リース資産 － 637

減価償却累計額 － △468

リース資産（純額） － 169

建設仮勘定 714 123

有形固定資産合計 ※2  18,889 ※2  17,192

無形固定資産 802 1,150

投資その他の資産   

投資有価証券 ※1  4,247 ※1  2,852

長期貸付金 56 47

繰延税金資産 1,900 1,781

その他 1,497 1,329

貸倒引当金 △91 △67

投資その他の資産合計 7,610 5,943

固定資産合計 27,301 24,286

資産合計 81,496 69,629



（単位：百万円）

前連結会計年度 
(平成20年12月31日) 

当連結会計年度 
(平成21年12月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 3,356 2,912

1年内返済予定の長期借入金 ※2  159 ※2  495

1年内償還予定の転換社債 9,609 －

未払費用 5,525 4,524

未払法人税等 530 561

賞与引当金 532 623

役員賞与引当金 81 74

返品調整引当金 1,322 642

繰延税金負債 － 3

その他 1,463 1,529

流動負債合計 22,579 11,368

固定負債   

長期借入金 ※2  560 －

退職給付引当金 79 50

役員退職慰労引当金 223 146

繰延税金負債 － 147

その他 401 304

固定負債合計 1,264 649

負債合計 23,844 12,017

純資産の部   

株主資本   

資本金 10,172 10,172

資本剰余金 13,714 13,708

利益剰余金 37,904 34,879

自己株式 △4,105 △666

株主資本合計 57,685 58,094

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 △1 43

為替換算調整勘定 △32 △527

評価・換算差額等合計 △33 △483

純資産合計 57,652 57,611

負債純資産合計 81,496 69,629



（２）連結損益計算書 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成20年１月１日 
 至 平成20年12月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成21年１月１日 
 至 平成21年12月31日) 

売上高 48,557 47,505

売上原価 ※1  15,712 ※1  14,997

売上総利益 32,844 32,507

返品調整引当金繰入差額 705 △680

差引売上総利益 32,139 33,187

販売費及び一般管理費   

荷造運搬費 2,627 2,550

広告宣伝費 5,403 5,943

貸倒引当金繰入額 24 26

給料手当及び賞与 6,688 6,484

賞与引当金繰入額 432 485

役員賞与引当金繰入額 81 74

退職給付引当金繰入額 560 856

役員退職慰労引当金繰入額 55 52

研究開発費 ※1  1,892 ※1  1,736

その他 11,154 11,028

販売費及び一般管理費合計 28,920 29,239

営業利益 3,219 3,948

営業外収益   

受取利息 350 162

受取配当金 16 44

不動産賃貸料 134 219

為替差益 － 33

その他 84 82

営業外収益合計 585 541

営業外費用   

支払利息 247 84

為替差損 339 －

不動産賃貸費用 158 172

その他 73 15

営業外費用合計 819 272

経常利益 2,985 4,216



（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成20年１月１日 
 至 平成20年12月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成21年１月１日 
 至 平成21年12月31日) 

特別利益   

投資有価証券売却益 11 16

固定資産売却益 － 7

その他 0 －

特別利益合計 11 23

特別損失   

事業構造改善費用 ※2, ※3  1,192 ※2, ※3  587

投資有価証券評価損 61 396

減損損失 － ※3  201

固定資産除売却損 ※4  57 ※4  58

事務所移転費用 － 21

本社移転費用 244 －

特別損失合計 1,555 1,265

税金等調整前当期純利益 1,441 2,974

法人税、住民税及び事業税 516 761

法人税等調整額 134 421

法人税等合計 651 1,182

少数株主損失（△） △0 －

当期純利益 790 1,792



（３）連結株主資本等変動計算書 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成20年１月１日 
 至 平成20年12月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成21年１月１日 
 至 平成21年12月31日) 

株主資本   

資本金   

前期末残高 10,172 10,172

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 10,172 10,172

資本剰余金   

前期末残高 13,714 13,714

当期変動額   

自己株式の消却 － △5

当期変動額合計 － △5

当期末残高 13,714 13,708

利益剰余金   

前期末残高 38,457 37,904

在外子会社の会計処理の変更に伴う増減 － 384

当期変動額   

剰余金の配当 △1,344 △1,738

当期純利益 790 1,792

自己株式の消却 － △3,463

当期変動額合計 △553 △3,408

当期末残高 37,904 34,879

自己株式   

前期末残高 △561 △4,105

当期変動額   

自己株式の取得 △3,543 △29

自己株式の消却 － 3,468

当期変動額合計 △3,543 3,438

当期末残高 △4,105 △666

株主資本合計   

前期末残高 61,783 57,685

在外子会社の会計処理の変更に伴う増減 － 384

当期変動額   

剰余金の配当 △1,344 △1,738

当期純利益 790 1,792

自己株式の取得 △3,543 △29

当期変動額合計 △4,097 24

当期末残高 57,685 58,094



（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成20年１月１日 
 至 平成20年12月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成21年１月１日 
 至 平成21年12月31日) 

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金   

前期末残高 274 △1

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △275 45

当期変動額合計 △275 45

当期末残高 △1 43

為替換算調整勘定   

前期末残高 268 △32

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △301 △494

当期変動額合計 △301 △494

当期末残高 △32 △527

評価・換算差額等合計   

前期末残高 542 △33

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △576 △449

当期変動額合計 △576 △449

当期末残高 △33 △483

少数株主持分   

前期末残高 0 －

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △0 －

当期変動額合計 △0 －

当期末残高 － －

純資産合計   

前期末残高 62,326 57,652

在外子会社の会計処理の変更に伴う増減 － 384

当期変動額   

剰余金の配当 △1,344 △1,738

当期純利益 790 1,792

自己株式の取得 △3,543 △29

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △577 △449

当期変動額合計 △4,674 △424

当期末残高 57,652 57,611



（４）連結キャッシュ・フロー計算書 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成20年１月１日 
 至 平成20年12月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成21年１月１日 
 至 平成21年12月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前当期純利益 1,441 2,974

減価償却費 2,419 2,277

減損損失 － 201

退職給付引当金の増減額（△は減少） △4,307 △29

前払年金費用の増減額（△は増加） △609 238

受取利息及び受取配当金 △367 △206

支払利息 247 84

事業構造改善費用 1,192 587

投資有価証券評価損益（△は益） 61 396

固定資産除売却損益（△は益） 57 58

事務所移転費用 － 21

本社移転費用 244 －

売上債権の増減額（△は増加） 542 △233

たな卸資産の増減額（△は増加） 103 △317

仕入債務の増減額（△は減少） △418 △289

その他 1,500 △1,266

小計 2,108 4,499

利息及び配当金の受取額 350 182

利息の支払額 △247 △186

事業構造改善費用の支払額 △772 △660

事務所移転費用の支払額 － △21

本社移転費用の支払額 △206 －

法人税等の支払額 △50 △765

法人税等の還付額 35 8

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,217 3,055

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 － △9,200

定期預金の払戻による収入 － 4,600

有価証券の取得による支出 △13,975 △27,986

有価証券の償還による収入 8,000 30,000

固定資産の取得による支出 △1,654 △1,395

固定資産の売却による収入 0 453

投資有価証券の取得による支出 △3,017 △2

投資有価証券の売却による収入 21 51

貸付けによる支出 △2 △3

貸付金の回収による収入 23 11

その他 △33 △209

投資活動によるキャッシュ・フロー △10,637 △3,681



（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成20年１月１日 
 至 平成20年12月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成21年１月１日 
 至 平成21年12月31日) 

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） △2,159 －

長期借入金の返済による支出 △214 △139

転換社債の償還による支出 － △9,609

自己株式の取得による支出 △3,543 △29

配当金の支払額 △1,347 △1,741

その他 － △81

財務活動によるキャッシュ・フロー △7,265 △11,600

現金及び現金同等物に係る換算差額 △11 △21

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △16,697 △12,247

現金及び現金同等物の期首残高 37,391 20,694

現金及び現金同等物の期末残高 ※1  20,694 ※1  8,446



 該当事項はありません。 

１．連結の範囲に関する事項 

連結子会社    ４社  ヌトリラン医薬販売GmbH、ヌトリケム・ダイエット医薬GmbH、インコS.A.、 

インコ・インターナショナル・ハンデルスコントアGmbH 

 ハンゼファルムGmbH & Co.KG他非連結子会社は、いずれも小規模会社であり、連結財務諸表に重要な影響を及ぼ

しておりませんので、連結の範囲から除外しております。 

２．持分法の適用に関する事項 

 ハンゼファルムGmbH & Co.KG他非連結子会社は、当期純損益及び利益剰余金等に及ぼす影響が軽微であり、かつ

全体としても重要性がないため、持分法の適用から除外しております。 

３．連結子会社の事業年度等に関する事項 

 連結子会社の決算日が連結決算日と異なる会社は次のとおりであります。 

 連結財務諸表の作成にあたっては、連結子会社決算日現在の財務諸表を使用し、連結決算日との間に重要な取引

が生じた場合については、連結上必要な調整を行なっております。 

４．会計処理基準に関する事項 

(1）重要な資産の評価基準及び評価方法 

有価証券 

満期保有目的の債券 

 償却原価法（定額法） 

その他有価証券 

時価のあるもの 

 決算期末日の市場価格等に基づく時価法 

 （評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定） 

時価のないもの 

 移動平均法による原価法 

たな卸資産 

製品・仕掛品 

 主として先入先出法による原価法(貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定)

商品・原材料 

 主として移動平均法による原価法(貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定)

貯蔵品 

 主として最終仕入原価法による原価法(貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により

算定) 

（会計方針の変更） 

    当連結会計年度より「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第９号 平成18年７月５日公表

分）を適用しております。 

  これによる、営業利益、経常利益及び税金等調整前当期純利益に対する影響は軽微であります。 

継続企業の前提に関する注記

連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

（会社名） （決算日） 

ヌトリラン医薬販売GmbH ９月30日 

ヌトリケム・ダイエット医薬GmbH ９月30日 

インコS.A. ９月30日 

インコ・インターナショナル・ハンデルスコントアGmbH ９月30日 



(2）重要な減価償却資産の減価償却の方法 

有形固定資産（リース資産を除く） 

 主として定率法 

   ただし、当社の東日本物流センター・名古屋物流センターの建物及び立体自動倉庫設備、並びに平成10

年４月１日以降取得した建物（建物附属設備を除く）については、定額法によっております。 

  なお、耐用年数については、法人税法に規定する方法と同一の基準によっております。 

（追加情報） 

   当社は、機械装置の耐用年数について、従来、主として７年としておりましたが、当連結会計年度より

主として８年に変更しております。 

   これは、平成20年度の法人税法の改正を契機に耐用年数を見直したことによるものであります。  

   これにより、営業利益、経常利益及び税金等調整前当期純利益は、それぞれ49百万円増加しておりま

す。 

   なお、セグメント情報に与える影響につきましては、当該個所に記載しております。 

無形固定資産（リース資産を除く） 

 定額法 

  耐用年数については、法人税法に規定する方法と同一の基準によっております。 

  なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法によっ

ております。 

リース資産 

   リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法 

   なお、所有権移転外ファイナンス・リースのうち、リース取引開始日が平成20年12月31日以前のリース

取引については、引き続き従来通りの賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。  

(3）重要な引当金の計上基準 

貸倒引当金 

  売掛金等の債権に対する回収危険に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等

の特定債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。 

賞与引当金 

  従業員の賞与の支給に備えるため、支給見込額に基づき計上しております。 

役員賞与引当金 

  当社は役員の賞与の支給に備えるため、支給見込額に基づき計上しております。 

返品調整引当金 

  当社は販売済製品・商品について連結会計年度末日後に発生が予測される返品に備えるため、過去の返品

率等に基づき、売買利益及び廃棄損失の見積額を計上しております。 

退職給付引当金 

  当社は従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び年金資産（退職給付

信託の年金資産を含む）の見込額に基づき計上しております。 

  過去勤務債務は、その発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）による定額法

により費用処理しております。 

 数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10

年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理することとしておりま

す。 

  なお、平成20年度より退職給付信託を設定しております。当連結会計年度末において、確定給付企業年金

に係る退職給付信託の信託財産および年金資産の金額が、退職給付債務見込額に未認識過去勤務債務及び未

認識数理計算上の差異を加減した額を超過しているため、超過額371百万円については、前払年金費用（投

資その他の資産の「その他」に含まれる）に計上しております。 

役員退職慰労引当金 

  当社は役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく連結会計年度末要支給額を計上しておりま

す。 

(4）その他連結財務諸表作成のための重要な事項 

消費税等の会計処理 

税抜方式によっております。 



５．連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項 

 連結子会社の資産及び負債の評価については、全面時価評価法を採用しております。 

６．連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

 連結キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は、手許現金、随時引き出し可能な預金及

び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない取得日から３ヶ月以内に償還期限

の到来する短期投資からなっております。 

（リース取引に関する会計基準） 

 所有権移転外ファイナンス・リース取引については、従来、賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっており

ましたが、当連結会計年度より「リース取引に関する会計基準」（企業会計基準第13号(平成５年６月17日(企業会計

審議会第一部会)、平成19年３月30日改正)）及び「リース取引に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指

針第16号(平成６年１月18日(日本公認会計士協会 会計制度委員会)、平成19年３月30日改正)）を適用し、通常の売

買取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

 なお、リース取引開始日が適用初年度開始前の所有権移転外ファイナンス・リース取引については、引き続き従来

通りの賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を適用しております。 

 これによる、営業利益、経常利益及び税金等調整前当期純利益に対する影響はありません。 

（連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱い）  

 当連結会計年度より「連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱い」（実務対応報告第

18号 平成18年５月17日）を適用し、連結決算上必要な修正を行なっております。 

 これにより、営業利益は41百万円、経常利益及び税金等調整前当期純利益は31百万円それぞれ増加しております。

また、期首利益剰余金が384百万円増加しております。 

 なお、セグメント情報に与える影響につきましては、当該個所に記載しております。 

  

連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

注記事項

（連結貸借対照表関係）

前連結会計年度 
（平成20年12月31日） 

当連結会計年度 
（平成21年12月31日） 

※１ 非連結子会社及び関連会社に係る注記 

 各科目に含まれている非連結子会社及び関連会

社に対する主なものは次のとおりであります。 

※１ 非連結子会社及び関連会社に係る注記 

 各科目に含まれている非連結子会社及び関連会

社に対する主なものは次のとおりであります。 

投資有価証券（株式） 百万円154 投資有価証券（株式） 百万円127

※２ 担保に供している資産は次のとおりでありま

す。 

※２ 担保に供している資産は次のとおりでありま

す。 

有形固定資産 百万円1,805 有形固定資産 百万円1,498

上記に対応する債務 上記に対応する債務 

１年内返済予定の長期借入金 百万円159

長期借入金  560

 合計  720

１年内返済予定の長期借入金 百万円495

※３ 連結会計年度末日満期手形の会計処理について

は、手形交換日をもって決済処理をしておりま

す。 

 なお、当連結会計年度の末日は金融機関の休日

であったため、次の連結会計年度末日満期手形が

連結会計年度末残高に含まれております。 

※３ 連結会計年度末日満期手形の会計処理について

は、手形交換日をもって決済処理をしておりま

す。 

 なお、当連結会計年度の末日は金融機関の休日

であったため、次の連結会計年度末日満期手形が

連結会計年度末残高に含まれております。 

受取手形 百万円57 受取手形 百万円57



  

（連結損益計算書関係）

前連結会計年度 
（自 平成20年１月１日 
至 平成20年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成21年１月１日 
至 平成21年12月31日） 

※１ 一般管理費及び当期製造費用に 

含まれる研究開発費 
百万円 1,892

※１ 一般管理費及び当期製造費用に 

含まれる研究開発費 
百万円 1,736

 当社は、独自の戦略ＩＢＭ（理想のビジネスモ

デル＝Ideal Business Model）のもと、シンプル

で生産性の高い社内組織への構造改革を進めてお

ります。 

 その一環として、業務プロセスの見直しや組

織・機構改革を推し進めてまいりました。その改

革の中で社員一人ひとりの価値観や自身のキャリ

ア・ライフプランに照らし、社員自身が新たな道

を選択する場合があり、その際に早期割増退職金

等の支援を実施しております。 

 また、平成20年９月に北海道物流センター及び

九州物流センターに関わる業務をアウトソースし

ております。これに伴い移転費用、遊休設備の減

損損失等が発生しております。 

 以上の理由により事業構造改善費用が発生しま

した。内訳は以下の通りです。 

 なお、物流センターアウトソースに伴う移転費

用等には減損損失160百万円が含まれております。 

※２ 事業構造改善費用 百万円 1,192

項目 
金額 

(百万円) 

早期割増退職金等  1,027

物流センターアウトソースに伴う
移転費用等  164

計  1,192

 当社は、独自の戦略ＩＢＭ（理想のビジネスモ

デル＝Ideal Business Model）のもと、シンプル

で生産性の高い社内組織への構造改革を進めてお

ります。 

 その一環として、業務プロセスの見直しや組

織・機構改革を推し進めてまいりました。その改

革の中で社員一人ひとりの価値観や自身のキャリ

ア・ライフプランに照らし、社員自身が新たな道

を選択する場合があり、その際に早期割増退職金

等の支援を実施しております。 

 また、一部製品について生産のアウトソースを

決議したことに伴い、当該生産設備の減損損失が

発生しております。  

 以上の理由により事業構造改善費用が発生しま

した。内訳は以下の通りです。 

※２ 事業構造改善費用 百万円 587

項目 
金額 

(百万円) 

早期割増退職金等  560

生産アウトソースに伴う減損損失  27

計  587



  

前連結会計年度 
（自 平成20年１月１日 
至 平成20年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成21年１月１日 
至 平成21年12月31日） 

 当連結会計年度において、当社グループは以下

の資産グループについて減損損失を計上しまし

た。  

 当社グループは、事業用資産においては、工場

単位毎に資産のグルーピングをしております。ま

た、賃貸用不動産および遊休資産については、個

別物件単位毎に資産のグルーピングをしておりま

す。 

 その結果、北海道および九州の物流センターの

アウトソースにより遊休資産となりました当該資

産については、帳簿価額を回収可能価額まで減額

し、当該減少額を減損損失として計上しておりま

す。 

 なお、回収可能価額は正味売却価額により算定

しており、正味売却価額は売却予定額をもとに算

出しております。 

 また、上記の減損損失160百万円につきまして

は、事業構造改善費用の中に含まれております。 

※３ 減損損失  

場所 用途 種類 
金額 

(百万円)

北海道 

石狩市 
遊休資産 

建物及び構築物  11

機械装置及び 

運搬具 
 0

工具、器具 

及び備品 
 0

土地  35

計  47

福岡県

福岡市 
遊休資産 

建物及び構築物  63

工具、器具 

及び備品 
 13

土地  35

計  113

合計  160

 当連結会計年度において、当社グループは以下

の資産グループについて減損損失を計上しまし

た。  

 当社グループは、事業用資産においては、工場

単位毎に資産のグルーピングをしております。ま

た、賃貸用不動産および遊休資産については、個

別物件単位毎に資産のグルーピングをしておりま

す。 

 その結果、売却資産、遊休資産および生産設備

については、帳簿価額を回収可能価額まで減額

し、当該減少額を減損損失として計上しておりま

す。 

 なお、回収可能価額は正味売却価額により算定

しており、売却資産については売却価額を、遊休

資産および生産設備については、主に鑑定評価額

をもとに算出しております。 

 また、上記の減損損失229百万円のうち生産設備

27百万円につきましては、事業構造改善費用の中

に含まれております。 

※３ 減損損失   

場所 用途 種類 
金額 

(百万円)

愛知県 

名古屋

市他 

事業所 

(売却資産)

建物及び構築物  23

工具、器具 

及び備品 
 0

土地  26

計  49

福岡県

福岡市 
遊休資産

建物及び構築物  85

工具、器具 

及び備品 
 17

土地  48

計  151

小計  201

福島県 

双葉郡 

他  

生産設備

建物及び構築物  0

機械装置及び 

運搬具  
 25

工具、器具 

及び備品 
 1

計  27

合計  229

※４ 固定資産除売却損は、建物、構築物、機械及び

装置等の陳腐化した資産の廃棄、および資産の売

却によるものであります。 

※４ 同左 



  前連結会計年度（自 平成20年１月１日 至 平成20年12月31日） 

  １．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注）普通株式の自己株式の増加株式数6,328,520株は、取締役会決議による自己株式の取得による増加5,999,812

株、単元未満株式の買取りによる増加328,708株であります。 

 ２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

    該当事項はありません。 

  ３．配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

  

（連結株主資本等変動計算書関係）

株式の種類  
前連結会計年度末

株式数（株） 
当連結会計年度
増加株式数（株）

当連結会計年度 
減少株式数（株） 

当連結会計年度末
株式数（株） 

発行済株式         

普通株式  122,966,183  －  －  122,966,183

合計  122,966,183  －  －  122,966,183

自己株式         

普通株式（注）  770,915  6,328,520  －  7,099,435

合計  770,915  6,328,520  －  7,099,435

決議 株式の種類 
配当金の総額
（百万円） 

１株当たり
配当額（円） 

基準日 効力発生日

平成20年３月28日 

定時株主総会 
普通株式  1,344  11 平成19年12月31日 平成20年３月31日 

決議 株式の種類 
配当金の総額
（百万円） 

配当の原資
１株当たり
配当額 
（円） 

基準日 効力発生日

平成21年３月30日 

定時株主総会 
普通株式  1,738 利益剰余金  15 平成20年12月31日 平成21年３月31日



  当連結会計年度（自 平成21年１月１日 至 平成21年12月31日） 

  １．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注）１．普通株式の自己株式の増加株式数58,633株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 

  ２．普通株式の発行済株式及び自己株式の減少株式数6,000,000株は、取締役会決議による自己株式の消却に

よる減少であります。 

 ２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

    該当事項はありません。 

  ３．配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

  次のとおり、決議を予定しております。 

  

株式の種類  
前連結会計年度末

株式数（株） 
当連結会計年度
増加株式数（株）

当連結会計年度 
減少株式数（株） 

当連結会計年度末
株式数（株） 

発行済株式         

普通株式(注）２  122,966,183  －  6,000,000  116,966,183

合計  122,966,183  －  6,000,000  116,966,183

自己株式         

普通株式（注）１，２  7,099,435  58,633  6,000,000  1,158,068

合計  7,099,435  58,633  6,000,000  1,158,068

決議 株式の種類 
配当金の総額
（百万円） 

１株当たり
配当額（円） 

基準日 効力発生日

平成21年３月30日 

定時株主総会 
普通株式  1,738  15 平成20年12月31日 平成21年３月31日 

決議 株式の種類 
配当金の総額
（百万円） 

配当の原資
１株当たり
配当額 
（円） 

基準日 効力発生日

平成22年３月30日 

定時株主総会 
普通株式  1,737 利益剰余金  15 平成21年12月31日 平成22年３月31日



前連結会計年度（自 平成20年１月１日 至 平成20年12月31日）及び当連結会計年度（自 平成21年１月１

日 至 平成21年12月31日） 

 医薬品の製造・販売を中心とする「医薬品分野」以外に事業の種類がないため該当事項はありません。 

前連結会計年度（自 平成20年１月１日 至 平成20年12月31日） 

 （注）１ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２ 日本以外の区分に属する主な国又は地域 

 その他の地域…………フランス 

３ 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めるべき配賦不能営業費用はありません。 

４ 当連結会計年度より、当社は、人事制度の変更に伴う給与規則の改正により、賞与の支給対象期間を従来の

４月１日から９月30日までおよび10月１日から３月31日までから、１月１日から６月30日までおよび７月１

日から12月31日までに変更しております。これにより日本の営業費用は717百万円減少し、営業利益が同額

増加しております。なお、日本以外のセグメントに与える影響はありません。 

  

（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前連結会計年度 
（自 平成20年１月１日 
至 平成20年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成21年１月１日 
至 平成21年12月31日） 

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照

表に掲記されている科目の金額との関係 

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照

表に掲記されている科目の金額との関係 

現金及び預金 百万円13,697

有価証券  20,983

計  34,681

償還期間が３ヶ月を超える 

債券等 
 △13,986

現金及び現金同等物  20,694

現金及び預金 百万円13,046

有価証券  12,996

計  26,043

預入期間が３ヶ月を超える

定期預金 
 △4,600

償還期間が３ヶ月を超える 

債券等 
 △12,996

現金及び現金同等物  8,446

（セグメント情報）

１．事業の種類別セグメント情報

２．所在地別セグメント情報

  
日本

（百万円）
ドイツ

（百万円）

その他の
地域 

（百万円）

計
（百万円） 

消去又は 
全社 

（百万円） 

連結
（百万円）

Ⅰ．売上高及び営業損益   

(1）外部顧客に対する売上高  41,656  6,123  776  48,557  －  48,557

(2）セグメント間の内部売上高 

又は振替高 
 －  1,070  －  1,070 (1,070)  －

計  41,656  7,194  776  49,627 (1,070)  48,557

営業費用  38,642  6,980  838  46,461 (1,124)  45,337

営業利益又は営業損失（△）  3,014  214  △62  3,166  53  3,219

Ⅱ．資産  83,131  6,375  483  89,990 (8,493)  81,496



当連結会計年度（自 平成21年１月１日 至 平成21年12月31日） 

 （注）１ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２ 日本以外の区分に属する主な国又は地域 

 その他の地域…………フランス 

３ 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めるべき配賦不能営業費用はありません。 

４ 会計処理の方法の変更 

（連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱い） 

 「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」に記載のとおり、当連結会計年度より「連

結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱い」（実務対応報告第18号 平成18年

５月17日）を適用しております。この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べて、ドイツで営業費用

が41百万円減少し、営業利益が同額増加しており、その他の地域で営業費用が0百万円増加し、営業損失

が同額増加しております。 

５ 追加情報 

（有形固定資産の耐用年数の変更） 

 「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」４．「会計処理基準に関する事項」（2）「重要

な減価償却資産の減価償却の方法」「有形固定資産（リース資産を除く）」の「追加情報」に記載のとお

り、当社は、機械装置の耐用年数について、従来、主として７年としておりましたが、当連結会計年度よ

り主として８年に変更しております。この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べて、日本で営業費

用が49百万円減少し、営業利益が同額増加しております。   

  
日本

（百万円）
ドイツ

（百万円）

その他の
地域 

（百万円）

計
（百万円） 

消去又は 
全社 

（百万円） 

連結
（百万円）

Ⅰ．売上高及び営業損益   

(1）外部顧客に対する売上高  41,488  5,418  598  47,505  －  47,505

(2）セグメント間の内部売上高 

又は振替高 
 －  612  －  612 (612)  －

計  41,488  6,031  598  48,118 (612)  47,505

営業費用  37,761  5,704  733  44,199 (641)  43,557

営業利益又は営業損失（△）  3,727  326  △135  3,918  29  3,948

Ⅱ．資産  71,341  6,303  385  78,030 (8,400)  69,629



前連結会計年度（自 平成20年１月１日 至 平成20年12月31日） 

 （注）１ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２ 日本以外の区分に属する主な国又は地域 

 欧州…………………ドイツ・フランス 

 その他の地域………中国・韓国・台湾・シンガポール・カナダ 

３ 海外売上高は、当社及び連結子会社の日本以外の国又は地域における売上高です。 

当連結会計年度（自 平成21年１月１日 至 平成21年12月31日） 

 （注）１ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２ 日本以外の区分に属する主な国又は地域 

 欧州…………………ドイツ・フランス 

 その他の地域………中国・韓国・台湾・シンガポール 

３ 海外売上高は、当社及び連結子会社の日本以外の国又は地域における売上高です。 

  

３．海外売上高

  
欧州

（百万円） 
その他の地域 
（百万円） 

計
(百万円) 

Ⅰ 海外売上高  6,900  330  7,230

Ⅱ 連結売上高   48,557

Ⅲ 連結売上高に占める海外売上高の割合（％）  14.2  0.7  14.9

  
欧州

（百万円） 
その他の地域 
（百万円） 

計
(百万円) 

Ⅰ 海外売上高  5,844  535  6,380

Ⅱ 連結売上高   47,505

Ⅲ 連結売上高に占める海外売上高の割合（％）  12.3  1.1  13.4



  

（リース取引）

前連結会計年度 
（自 平成20年１月１日 
至 平成20年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成21年１月１日 
至 平成21年12月31日） 

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められ

るもの以外のファイナンス・リース取引（借主側)

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額

相当額及び期末残高相当額 

② 未経過リース料期末残高相当額 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零と

する定額法によっております。 

⑤ 利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得価額相当額

の差額を利息相当額とし、各期への配分方法に

ついては、利息法によっております。 

  
有形固定 
資産 

(百万円) 

無形固定
資産 

(百万円) 

合計
(百万円) 

取得価額相当額  742  271  1,014

減価償却累計額
相当額  438  164  603

期末残高相当額  303  107  411

１年内 百万円144

１年超  274

合計  418

③ 支払リース料 百万円207

減価償却費相当額  197

支払利息相当額  10

１ ファイナンス・リース取引（借主側） 

 所有権移転外ファイナンス・リース取引 

 （1）リース資産の内容  

   医薬品事業における生産設備（機械装置及び運

搬具）であります。 

 （2）リース資産の減価償却の方法 

   「連結財務諸表作成のための基本となる重要な

事項」４．「会計処理基準に関する事項」（2）

「重要な減価償却資産の減価償却の方法」に記載

のとおりであります。 

  なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引の

うち、リース取引開始日が、平成20年12月31日以前

のリース取引については、従来通りの賃貸借取引に

係る方法に準じた会計処理によっており、その内容

は次のとおりであります。 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額

相当額及び期末残高相当額 

② 未経過リース料期末残高相当額 

  
有形固定 
資産 

(百万円) 

無形固定 
資産 

(百万円) 

合計
(百万円) 

取得価額相当額  527  152  680

減価償却累計額
相当額  332  80  412

期末残高相当額  194  72  267

１年内 百万円132

１年超  141

合計  274

③ 支払リース料 百万円152

減価償却費相当額     143

支払利息相当額     8

④ 減価償却費相当額の算定方法 

    リース期間を耐用年数とし、残存価額を零と

する定額法によっております。 

⑤ 利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得価額相当額

の差額を利息相当額とし、各期への配分方法に

ついては、利息法によっております。 

２ オペレーティング・リース取引 ２ オペレーティング・リース取引 

未経過リース料  オペレーティング・リース取引のうち解約不能

のものに係る未経過リース料 

１年内 百万円512

１年超   4,134

合計  4,647

１年内 百万円512

１年超  3,622

合計  4,134



前連結会計年度（自 平成20年１月１日 至 平成20年12月31日） 

 記載すべき重要な取引に該当する事項はありません。 

当連結会計年度（自 平成21年１月１日 至 平成21年12月31日）  

（追加情報） 

 当連結会計年度より、「関連当事者の開示に関する会計基準」（企業会計基準第11号 平成18年10月17日）及び

「関連当事者の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第13号 平成18年10月17日）を適用し

ております。なお、これによる開示対象範囲の変更はありません。 

１．関連当事者との取引  

   記載すべき重要な取引に該当する事項はありません。 

２．親会社又は重要な関連会社に関する注記 

（1）親会社情報 

日本ベーリンガーインゲルハイム株式会社（非上場） 

ベーリンガーインゲルハイムアウスランズベタイリグングスGmbH（非上場） 

ベーリンガーインゲルハイムインターナショナルGmbH（非上場） 

ベーリンガーインゲルハイムフェルヴァルトゥングスGmbH（非上場） 

（2）重要な関連会社の要約財務情報 

   該当事項はありません。  

（関連当事者との取引）



（税効果会計）

前連結会計年度 
（平成20年12月31日） 

当連結会計年度 
（平成21年12月31日） 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因

別の内訳 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因

別の内訳 

  

繰延税金資産   

退職給付信託設定額   百万円1,628

返品調整引当金限度超過分    392

過年度研究費    215

繰越欠損金    187

賞与引当金限度超過分    185

投資有価証券評価損    183

事業構造改善費用    175

役員退職慰労引当金    90

貯蔵品    73

未払事業税    52

その他    697

繰延税金資産小計    3,882

評価性引当額    △281

繰延税金資産合計    3,600

      

繰延税金負債     

前払年金費用   百万円248

固定資産圧縮積立金    70

繰延税金負債合計    318

繰延税金資産の純額    3,282

繰延税金資産   

退職給付信託設定額   百万円1,628

賞与引当金限度超過分    227

過年度研究費    143

繰越欠損金    124

事業構造改善費用    120

返品調整引当金限度超過分    120

減損損失    83

貯蔵品    60

役員退職慰労引当金    59

投資有価証券評価損    57

未払事業税    54

その他    628

繰延税金資産小計    3,307

評価性引当額    △207

繰延税金資産合計    3,099

      

繰延税金負債     

前払年金費用   百万円151

減価償却費    147

固定資産圧縮積立金    70

その他    42

繰延税金負債合計    411

繰延税金資産の純額    2,688

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負

担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の

原因となった主要な項目別の内訳 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負

担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の

原因となった主要な項目別の内訳 

法定実効税率   ％40.7

（調整）   

交際費等永久に損金に算入され

ない項目 

  
 7.0

受取配当金等永久に益金に算入

されない項目 

  
  △0.2

住民税均等割    1.7

評価性引当額    1.7

試験研究費の法人税額特別控除    △5.0

その他    △0.7

税効果会計適用後の法人税等の

負担率 

  
 45.2

法定実効税率   ％40.7

（調整）   

交際費等永久に損金に算入され

ない項目 

  
 3.4

受取配当金等永久に益金に算入

されない項目 

  
 △0.1

住民税均等割    0.9

評価性引当額    △0.7

試験研究費の法人税額特別控除    △3.6

その他    △0.8

税効果会計適用後の法人税等の

負担率 

  
 39.8



前連結会計年度（平成20年12月31日現在） 

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの 

２．その他有価証券で時価のあるもの 

 （注） 当連結会計年度において、その他有価証券で時価のある株式について61百万円減損処理を行なっております。

なお、当該株式の減損にあたっては、当連結会計年度末において時価が簿価に比べて50％以上下落した場合、

及び当連結会計年度末、当中間連結会計期間末、前連結会計年度末の３半期末連続して時価が簿価に比べて

30％以上50％未満下落した場合は著しい下落があったものと判断して、回復可能性を考慮し簿価と時価との差

額を減損処理することとしております。 

３．当連結会計年度中に売却したその他有価証券（自 平成20年１月１日 至 平成20年12月31日） 

４．時価評価されていない主な有価証券の内容 

  

（有価証券）

区分 
連結貸借対照表
計上額（百万円） 

時価（百万円） 差額（百万円）

時価が連結貸借対照表 

計上額を超えるもの 

(1）国債・地方債等  14,990  14,997  6

(2）社債  1,996  1,997  1

(3）その他  －  －  －

小計  16,986  16,994  8

時価が連結貸借対照表 

計上額を超えないもの 

(1）国債・地方債等  1,999  1,999  △0

(2）社債  997  986  △10

(3）その他  1,000  989  △10

小計  3,997  3,975  △21

合計  20,983  20,970  △13

区分 取得原価（百万円）
連結貸借対照表 
計上額（百万円） 

差額（百万円）

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えるもの 

(1）株式  335  647  311

(2）債券  －  －  －

小計  335  647  311

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えないもの 

(1）株式  71  54  △16

(2）債券  2,000  1,734  △265

小計  2,071  1,789  △282

合計  2,407  2,437  29

売却額（百万円） 売却益の合計額（百万円） 売却損の合計額（百万円）

 21  11  －

   連結貸借対照表計上額（百万円） 

(1）満期保有目的の債券   

 コマーシャル・ペーパー    999

(2）その他有価証券   

 非上場株式 

 その他  
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５．その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の今後の償還予定額 

  

当連結会計年度（平成21年12月31日現在） 

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの 

２．その他有価証券で時価のあるもの 

 （注） 当連結会計年度において、その他有価証券で時価のある株式について34百万円減損処理を行なっております。

なお、当該株式の減損にあたっては、当連結会計年度末において時価が簿価に比べて50％以上下落した場合、

及び１年間にわたり各四半期連結会計期間末及び連結会計年度末に連続して時価が簿価に比べて30％以上50％

未満下落した場合は著しい下落があったものと判断して、回復可能性を考慮し簿価と時価との差額を減損処理

することとしております。 

  
１年以内 
（百万円） 

１年超５年以内
（百万円） 

５年超10年以内 
（百万円） 

10年超
（百万円） 

１．債券  

(1）国債・地方債等  16,989  －  －  －

(2）社債  2,993  －  －  －

(3）その他  999  1,000  －  1,734

２．その他  －  －  －  －

合計  20,983  1,000  －  1,734

区分 
連結貸借対照表
計上額（百万円） 

時価（百万円） 差額（百万円）

時価が連結貸借対照表 

計上額を超えるもの 

(1）国債・地方債等  6,997  6,998  0

(2）その他  －  －  －

小計  6,997  6,998  0

時価が連結貸借対照表 

計上額を超えないもの 

(1）国債・地方債等  4,998  4,998  △0

(2）その他  1,000  996  △3

小計  5,998  5,995  △3

合計  12,996  12,993  △3

区分 取得原価（百万円）
連結貸借対照表 
計上額（百万円） 

差額（百万円）

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えるもの 

(1）株式  317  565  247

(2）債券  －  －  －

小計  317  565  247

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えないもの 

(1）株式  16  10  △5

(2）債券  2,000  1,832  △167

小計  2,016  1,843  △173

合計  2,334  2,409  74



３．当連結会計年度中に売却したその他有価証券（自 平成21年１月１日 至 平成21年12月31日） 

４．時価評価されていない主な有価証券の内容 

 （注） 当連結会計年度において、その他有価証券で時価評価されていない株式について362百万円減損処理を行なっ

ております。 

  

５．その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の今後の償還予定額 

売却額（百万円） 売却益の合計額（百万円） 売却損の合計額（百万円）

 54  19  △3

   連結貸借対照表計上額（百万円） 

(1）その他有価証券   

 非上場株式 

 その他  
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１年以内 
（百万円） 

１年超５年以内
（百万円） 

５年超10年以内 
（百万円） 

10年超
（百万円） 

１．債券  

(1）国債・地方債等  11,996  －  －  －

(2）社債  －  －  －  －

(3）その他  1,000  －  －  1,832

２．その他  －  －  －  －

合計  12,996  －  －  1,832



  

  

１．採用している退職給付制度の概要 

 当社は、平成18年９月末までに入社した社員につきましては、確定給付型の制度として、確定給付企業年金制

度及び退職一時金制度を設けておりますが、平成18年４月１日付で退職金、年金制度を変更し、企業年金制度と

してキャッシュバランスプランを導入すると同時に、基本プラスα部分（加入員）を廃止いたしました。平成18

年10月以降入社した社員につきましては、確定拠出年金制度を設けました。また、平成20年度より退職給付信託

を設定しております。 

 なお、従業員の退職等に際して割増退職金を支払う場合があります。 

２．退職給付債務に関する事項 

  

  

（デリバティブ取引）

前連結会計年度 
（自 平成20年１月１日 
至 平成20年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成21年１月１日 
至 平成21年12月31日） 

該当事項はありません  同左  

（退職給付）

    （前連結会計年度）   （当連結会計年度） 

① 退職給付債務   百万円17,902   百万円17,459

② 年金資産    11,556    12,477

③ 退職給付信託    3,382    3,698

④ 未積立退職給付債務（①－②－③）    2,963    1,283

⑤ 未認識数理計算上の差異    5,472    3,310

⑥ 未認識過去勤務債務(債務の減額)    △1,977    △1,705

⑦ 連結貸借対照表計上額純額（④－⑤－⑥）    △530    △321

⑧ 前払年金費用    △609    △371

⑨ 退職給付引当金（⑦－⑧）    79    50

（前連結会計年度）   （当連結会計年度） 

（注）１．過去勤務債務（債務の減額）は、平成18年

４月１日付で退職金、年金制度を変更した

ことにより発生したものであります。 

   ２．当連結会計年度末において、確定給付企業

年金に係る退職給付信託の信託財産および

年金資産の金額が、退職給付債務見込額に

未認識過去勤務債務及び未認識数理計算上

の差異を加減した額を超過しているため、

超過額 百万円については、前払年金費

用（投資その他の資産の「その他」に含ま

れる）に計上しております。 

609

  （注）１．同左 

  

  

   ２．当連結会計年度末において、確定給付企業

年金に係る退職給付信託の信託財産および

年金資産の金額が、退職給付債務見込額に

未認識過去勤務債務及び未認識数理計算上

の差異を加減した額を超過しているため、

超過額 百万円については、前払年金費

用（投資その他の資産の「その他」に含ま

れる）に計上しております。 

371



３．退職給付費用に関する事項 

  

  

４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

  

    （前連結会計年度）   （当連結会計年度） 

① 勤務費用   百万円458   百万円439

② 利息費用    395    393

③ 期待運用収益    △369    △328

④ 数理計算上の差異の費用処理額    508    871

⑤ 過去勤務債務の費用処理額    △272    △272

⑥ 退職給付費用（①＋②＋③＋④＋⑤）    720    1,102

⑦ 確定拠出年金への掛金拠出額     9    11

計（⑥＋⑦）    729    1,114

（前連結会計年度）   （当連結会計年度） 

（注） 上記退職給付費用以外に、割増退職金1,161

百万円を支払っており、販売費及び一般管理

費として 百万円、特別損失として 百万

円を計上しております。 

163 997

  （注）．上記退職給付費用以外に、割増退職金 百

万円を支払っており、販売費及び一般管理費

として 百万円、特別損失として 百万円

を計上しております。 

563

27 536

  （前連結会計年度） （当連結会計年度） 

① 退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準 同左 

② 割引率   ％ 2.2 ％ 2.2

③ 期待運用収益率   ％ 2.2 ％ 2.2

④ 過去勤務債務の額の処理年数   年 

（発生時における従業員の平

均残存勤務期間以内の一定の

年数による定額法により費用

処理しております。） 

10 同左 

⑤ 数理計算上の差異の処理年数 年 

（各連結会計年度の発生時に

おける従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数による

定額法により按分した額をそ

れぞれ発生の翌連結会計年度

から費用処理することとして

おります。） 

10 同左 

（ストック・オプション等）

前連結会計年度 
（自 平成20年１月１日 
至 平成20年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成21年１月１日 
至 平成21年12月31日） 

該当事項はありません  同左  

（企業結合等）

前連結会計年度 
（自 平成20年１月１日 
至 平成20年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成21年１月１日 
至 平成21年12月31日） 

該当事項はありません  同左  



（注）第５回無担保転換社債は平成21年３月31日に満期償還しております。 

（１株当たり情報）

前連結会計年度 
（自 平成20年１月１日 
至 平成20年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成21年１月１日 
至 平成21年12月31日） 

１株当たり純資産額 円 銭497 57

１株当たり当期純利益 円 銭6 50

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について

は、潜在株式が希薄化効果を有しないため記載しており

ません。 

１株当たり純資産額 円 銭497 48

１株当たり当期純利益 円 銭15 47

潜在株式調整後１株当たり 

当期純利益 
   円 銭15 36

１株当たり当期純利益の算定上の基礎 １株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当

期純利益の算定上の基礎 

連結損益計算書上の当期純利益 百万円790

普通株式に係る当期純利益 百万円790

普通株主に帰属しない金額の主要な内訳 

該当事項はありません。 

普通株式の期中平均株式数 株121,629,501

 ―――――  

  

   

   

 ―――――  

連結損益計算書上の当期純利益 百万円1,792

普通株式に係る当期純利益 百万円1,792

普通株主に帰属しない金額の主要な内訳 

該当事項はありません。 

普通株式の期中平均株式数 株115,830,787

潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定に用いら

れた当期純利益調整額の主要な内訳 

支払利息（税額相当額控除後） 百万円21

当期純利益調整額 百万円21

潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定に用いら

れた普通株式増加数の主要な内訳 

転換社債（第５回無担保転換社債） 株2,204,777

普通株式増加数 株2,204,777

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益の算定に含まれなかった潜在株式の概要 

（転換社債） 

 第５回無担保転換社債（額面金額 百万円） 9,609

 ――――― 

（重要な後発事象）

前連結会計年度 
（自 平成20年１月１日 
至 平成20年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成21年１月１日 
至 平成21年12月31日） 

１ 平成21年２月27日開催の取締役会において、会社法 

178条の規定に基づき、自己株式を消却することを決議

しました。なお、内容については以下のとおりとなりま

す。 

 (1）消却の理由   

    株主利益の増加を図るため 

 ――――― 

 (2）消却する株式の種類 

   普通株式 

 (3）消却する株式数 

   6,000,000株 

  

 (4）消却予定日 

   平成21年３月31日 

  

 (5）消却後の発行済株式数 

   116,966,183株 

  

２ 当社の出資先であります泰道リビング㈱は、平成21年

３月19日に東京地方裁判所に民事再生法の適用を申請し

ました。 

 なお、同日現在、同社の投資有価証券を300百万円保

有しております。 

  



５．個別財務諸表 
（１）貸借対照表 

（単位：百万円）

前事業年度 
(平成20年12月31日) 

当事業年度 
(平成21年12月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 13,521 12,625

受取手形 ※2  574 ※2  575

売掛金 11,209 11,454

有価証券 20,983 12,996

商品 568 －

製品 1,049 －

商品及び製品 － 2,236

仕掛品 601 393

原材料 652 －

貯蔵品 60 －

原材料及び貯蔵品 － 615

前渡金 103 100

前払費用 227 270

繰延税金資産 1,381 1,015

その他 306 203

貸倒引当金 △39 △53

流動資産合計 51,202 42,434

固定資産   

有形固定資産   

建物 23,326 22,326

減価償却累計額 △15,269 △15,149

建物（純額） 8,056 7,176

構築物 1,832 1,755

減価償却累計額 △1,352 △1,338

構築物（純額） 479 416

機械及び装置 15,480 15,069

減価償却累計額 △13,473 △13,475

機械及び装置（純額） 2,007 1,594

車両運搬具 128 121

減価償却累計額 △111 △109

車両運搬具（純額） 17 11

工具、器具及び備品 6,610 6,418

減価償却累計額 △5,078 △5,100

工具、器具及び備品（純額） 1,532 1,317

土地 3,647 3,419

建設仮勘定 1 117

有形固定資産合計 15,741 14,053



（単位：百万円）

前事業年度 
(平成20年12月31日) 

当事業年度 
(平成21年12月31日) 

無形固定資産   

商標権 3 2

ソフトウエア 699 1,051

その他 60 60

無形固定資産合計 763 1,114

投資その他の資産   

投資有価証券 4,053 2,688

関係会社出資金 3,852 3,852

従業員に対する長期貸付金 56 47

関係会社長期貸付金 1,014 966

破産更生債権等 75 50

長期前払費用 157 185

繰延税金資産 3,180 3,061

その他 1,263 1,092

貸倒引当金 △93 △69

投資その他の資産合計 13,560 11,875

固定資産合計 30,066 27,043

資産合計 81,268 69,478

負債の部   

流動負債   

買掛金 2,839 2,478

1年内償還予定の転換社債 9,609 －

未払金 1,217 1,092

未払費用 5,314 4,305

未払法人税等 503 478

未払消費税等 － 143

預り金 228 194

賞与引当金 456 558

役員賞与引当金 81 74

返品調整引当金 1,322 642

その他 17 20

流動負債合計 21,587 9,988

固定負債   

退職給付引当金 79 50

役員退職慰労引当金 223 146

その他 220 206

固定負債合計 523 403

負債合計 22,110 10,391



（単位：百万円）

前事業年度 
(平成20年12月31日) 

当事業年度 
(平成21年12月31日) 

純資産の部   

株主資本   

資本金 10,172 10,172

資本剰余金   

資本準備金 13,708 13,708

その他資本剰余金 5 －

資本剰余金合計 13,714 13,708

利益剰余金   

利益準備金 2,542 2,542

その他利益剰余金   

固定資産圧縮積立金 102 102

別途積立金 33,202 29,702

繰越利益剰余金 3,530 3,480

利益剰余金合計 39,377 35,827

自己株式 △4,105 △666

株主資本合計 59,158 59,042

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 △1 43

評価・換算差額等合計 △1 43

純資産合計 59,157 59,086

負債純資産合計 81,268 69,478



（２）損益計算書 

（単位：百万円）

前事業年度 
(自 平成20年１月１日 
 至 平成20年12月31日) 

当事業年度 
(自 平成21年１月１日 
 至 平成21年12月31日) 

売上高   

商品売上高 6,160 6,784

製品売上高 35,496 34,704

売上高合計 41,656 41,488

売上原価 12,820 12,512

売上総利益 28,836 28,976

返品調整引当金繰入差額 705 △680

差引売上総利益 28,131 29,656

販売費及び一般管理費 ※1, ※2  25,120 ※1, ※2  25,928

営業利益 3,011 3,727

営業外収益   

受取利息 103 75

有価証券利息 259 99

受取配当金 15 16

不動産賃貸料 134 219

為替差益 － 33

その他 84 84

営業外収益合計 597 528

営業外費用   

社債利息 134 33

為替差損 339 －

不動産賃貸費用 158 172

その他 74 14

営業外費用合計 706 220

経常利益 2,901 4,035

特別利益   

貸倒引当金戻入額 3 －

投資有価証券売却益 11 16

固定資産売却益 － 7

その他 0 －

特別利益合計 14 23

特別損失   

事業構造改善費用 ※3, ※4  1,192 ※3, ※4  587

投資有価証券評価損 61 396

減損損失 － ※4  201

固定資産除売却損 ※5  57 ※5  58

事務所移転費用 － 21

本社移転費用 249 －

特別損失合計 1,560 1,265

税引前当期純利益 1,355 2,794

法人税、住民税及び事業税 484 684

法人税等調整額 136 458

法人税等合計 620 1,142

当期純利益 735 1,651



（３）株主資本等変動計算書 

（単位：百万円）

前事業年度 
(自 平成20年１月１日 
 至 平成20年12月31日) 

当事業年度 
(自 平成21年１月１日 
 至 平成21年12月31日) 

株主資本   

資本金   

前期末残高 10,172 10,172

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 10,172 10,172

資本剰余金   

資本準備金   

前期末残高 13,708 13,708

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 13,708 13,708

その他資本剰余金   

前期末残高 5 5

当期変動額   

自己株式の消却 － △5

当期変動額合計 － △5

当期末残高 5 －

資本剰余金合計   

前期末残高 13,714 13,714

当期変動額   

自己株式の消却 － △5

当期変動額合計 － △5

当期末残高 13,714 13,708

利益剰余金   

利益準備金   

前期末残高 2,542 2,542

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 2,542 2,542

その他利益剰余金   

固定資産圧縮積立金   

前期末残高 102 102

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 102 102

別途積立金   

前期末残高 33,202 33,202

当期変動額   

別途積立金の取崩 － △3,500

当期変動額合計 － △3,500

当期末残高 33,202 29,702



（単位：百万円）

前事業年度 
(自 平成20年１月１日 
 至 平成20年12月31日) 

当事業年度 
(自 平成21年１月１日 
 至 平成21年12月31日) 

繰越利益剰余金   

前期末残高 4,138 3,530

当期変動額   

剰余金の配当 △1,344 △1,738

別途積立金の取崩 － 3,500

当期純利益 735 1,651

自己株式の消却 － △3,463

当期変動額合計 △608 △49

当期末残高 3,530 3,480

利益剰余金合計   

前期末残高 39,985 39,377

当期変動額   

剰余金の配当 △1,344 △1,738

別途積立金の取崩 － －

当期純利益 735 1,651

自己株式の消却 － △3,463

当期変動額合計 △608 △3,549

当期末残高 39,377 35,827

自己株式   

前期末残高 △561 △4,105

当期変動額   

自己株式の取得 △3,543 △29

自己株式の消却 － 3,468

当期変動額合計 △3,543 3,438

当期末残高 △4,105 △666

株主資本合計   

前期末残高 63,311 59,158

当期変動額   

剰余金の配当 △1,344 △1,738

当期純利益 735 1,651

自己株式の取得 △3,543 △29

自己株式の消却 － －

当期変動額合計 △4,152 △116

当期末残高 59,158 59,042



（単位：百万円）

前事業年度 
(自 平成20年１月１日 
 至 平成20年12月31日) 

当事業年度 
(自 平成21年１月１日 
 至 平成21年12月31日) 

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金   

前期末残高 274 △1

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △275 45

当期変動額合計 △275 45

当期末残高 △1 43

評価・換算差額等合計   

前期末残高 274 △1

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △275 45

当期変動額合計 △275 45

当期末残高 △1 43

純資産合計   

前期末残高 63,585 59,157

当期変動額   

剰余金の配当 △1,344 △1,738

当期純利益 735 1,651

自己株式の取得 △3,543 △29

自己株式の消却 － －

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △275 45

当期変動額合計 △4,428 △70

当期末残高 59,157 59,086



 該当事項はありません。 

１．有価証券の評価基準及び評価方法 

（1）満期保有目的の債券 

    償却原価法（定額法） 

（2）その他有価証券 

 時価のあるもの 

  決算期末日の市場価格等に基づく時価法 

  （評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定） 

 時価のないもの 

  移動平均法による原価法 

２．たな卸資産の評価基準及び評価方法 

（1）製品・仕掛品 

    先入先出法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定） 

（2）商品・原材料 

    移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定） 

（3）貯蔵品 

    最終仕入原価法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定） 

  （会計方針の変更） 

    当事業年度より「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第９号 平成18年７月５日公表分）

を適用しております。 

  これによる、営業利益、経常利益及び税引前当期純利益に対する影響は軽微であります。 

３．固定資産の減価償却の方法 

（1）有形固定資産（リース資産を除く） 

    定率法 

   ただし、東日本物流センター・名古屋物流センターの建物及び立体自動倉庫設備、並びに平成10年４月

１日以降取得した建物（建物附属設備を除く）については、定額法によっております。 

   なお、耐用年数については、法人税法に規定する方法と同一の基準によっております。 

 （追加情報） 

   機械及び装置の耐用年数について、従来、主として７年としておりましたが、当事業年度より主として

８年に変更しております。 

   これは、平成20年度の法人税法の改正を契機に耐用年数を見直したことによるものであります。  

   これにより、営業利益、経常利益及び税引前当期純利益は、それぞれ49百万円増加しております。 

（2）無形固定資産（リース資産を除く） 

    定額法 

   耐用年数については、法人税法に規定する方法と同一の基準によっております。 

   なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法によっ

ております。 

（3）リース資産 

    リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法 

   なお、所有権移転外ファイナンス・リースのうち、リース取引開始日が平成20年12月31日以前のリース

取引については、引き続き従来通りの賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。  

継続企業の前提に関する注記

重要な会計方針



４．引当金の計上基準 

（1）貸倒引当金 

    売掛金等の債権に対する回収危険に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等

の特定債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。 

（2）賞与引当金 

    従業員の賞与の支給に備えるため、支給見込額に基づき計上しております。 

（3）役員賞与引当金 

    役員の賞与の支給に備えるため、支給見込額に基づき計上しております。 

（4）返品調整引当金 

    販売済製品・商品について期末日後に発生が予測される返品に備えるため、過去の返品率等に基づき、売

買利益及び廃棄損失の見積額を計上しております。 

（5）退職給付引当金 

    従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び年金資産（退職給付信託の年金資産を

含む）の見込額に基づき計上しております。 

    過去勤務債務は、その発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）による定額法

により費用処理しております。 

 数理計算上の差異は、各期の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）による

定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌期から費用処理することとしております。 

    なお、平成20年度より退職給付信託を設定しております。当事業年度末において、確定給付企業年金に係

る退職給付信託の信託財産および年金資産の金額が、退職給付債務見込額に未認識過去勤務債務及び未認識

数理計算上の差異を加減した額を超過しているため、超過額371百万円については、前払年金費用（投資そ

の他の資産の「その他」に含まれる）に計上しております。 

（6）役員退職慰労引当金 

    役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上しております。 

５．その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 

 税抜方式によっております。  

（リース取引に関する会計基準） 

 所有権移転外ファイナンス・リース取引については、従来、賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっており

ましたが、当事業年度より「リース取引に関する会計基準」（企業会計基準第13号(平成５年６月17日(企業会計審議

会第一部会)、平成19年３月30日改正)）及び「リース取引に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第

16号(平成６年１月18日(日本公認会計士協会 会計制度委員会)、平成19年３月30日改正)）を適用し、通常の売買取

引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

 なお、リース取引開始日が適用初年度開始前の所有権移転外ファイナンス・リース取引については、引き続き従来

通りの賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を適用しております。 

 これによる、営業利益、経常利益及び税引前当期純利益に対する影響はありません。 

会計処理方法の変更

注記事項

（貸借対照表関係）

前事業年度 
（平成20年12月31日） 

当事業年度 
（平成21年12月31日） 

 １ 保証債務の額  １ 保証債務の額 

    子会社の銀行借入  百万円255     子会社の銀行借入  百万円264

 ※２ 期末日満期手形の会計処理については、手形交

換日をもって決済処理をしております。 

   なお、当事業年度の末日は金融機関の休日であ

ったため、次の期末日満期手形が期末残高に含ま

れております。 

受取手形 百万円57

 ※２ 期末日満期手形の会計処理については、手形交

換日をもって決済処理をしております。 

 なお、当事業年度の末日は金融機関の休日であ

ったため、次の期末日満期手形が期末残高に含ま

れております。 

受取手形 百万円57



（損益計算書関係）

前事業年度 
（自 平成20年１月１日 
至 平成20年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成21年１月１日 
至 平成21年12月31日） 

※１ 一般管理費及び当期製造費用に 

含まれる研究開発費  百万円 1,693

※２ 販売費及び一般管理費の主なもの 

    荷造運搬費 

広告宣伝費 

販売促進費 

旅費交通費及び通信費 

給料手当及び賞与  

賞与引当金繰入額 

役員賞与引当金繰入額 

退職給付引当金繰入額 

役員退職慰労引当金繰入額 

研究開発費 

支払手数料 

減価償却費  

 百万円 

  

  

  

  

    

  

  

  

  

  

  

2,381

5,306

2,336

1,346

5,184

356

81

560

55

1,693

1,315

783

※１ 一般管理費及び当期製造費用に 

含まれる研究開発費 百万円 1,567

※２ 販売費及び一般管理費の主なもの  

    荷造運搬費 

広告宣伝費 

販売促進費 

旅費交通費及び通信費 

給料手当及び賞与  

賞与引当金繰入額 

役員賞与引当金繰入額 

退職給付引当金繰入額 

役員退職慰労引当金繰入額 

研究開発費 

支払手数料 

減価償却費  

 百万円 

  

  

  

  

    

  

  

  

  

  

  

2,356

5,849

2,633

1,223

5,183

419

74

856

52

1,567

1,625

763

 当社は、独自の戦略ＩＢＭ（理想のビジネスモ

デル＝Ideal Business Model）のもと、シンプル

で生産性の高い社内組織への構造改革を進めてお

ります。 

 その一環として、業務プロセスの見直しや組

織・機構改革を推し進めてまいりました。その改

革の中で社員一人ひとりの価値観や自身のキャリ

ア・ライフプランに照らし、社員自身が新たな道

を選択する場合があり、その際に早期割増退職金

等の支援を実施しております。 

 また、平成20年９月に北海道物流センター及び

九州物流センターに関わる業務をアウトソースし

ております。これに伴い移転費用、遊休設備の減

損損失等が発生しております。 

 以上の理由により事業構造改善費用が発生しま

した。内訳は以下の通りです。 

 なお、物流センターアウトソースに伴う移転費

用等には減損損失160百万円が含まれております。 

※３ 事業構造改善費用 百万円1,192

項目 
金額 

(百万円) 

早期割増退職金等  1,027

物流センターアウトソースに伴う
移転費用等  164

計  1,192

 当社は、独自の戦略ＩＢＭ（理想のビジネスモ

デル＝Ideal Business Model）のもと、シンプル

で生産性の高い社内組織への構造改革を進めてお

ります。 

 その一環として、業務プロセスの見直しや組

織・機構改革を推し進めてまいりました。その改

革の中で社員一人ひとりの価値観や自身のキャリ

ア・ライフプランに照らし、社員自身が新たな道

を選択する場合があり、その際に早期割増退職金

等の支援を実施しております。 

 また、一部製品について生産のアウトソースを

決議したことに伴い、当該生産設備の減損損失が

発生しております。 

 以上の理由により事業構造改善費用が発生しま

した。内訳は以下の通りです。 

  

※３ 事業構造改善費用 百万円587

項目 
金額 

(百万円) 

早期割増退職金等  560

生産アウトソースに伴う減損損失  27

計  587



  

前事業年度 
（自 平成20年１月１日 
至 平成20年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成21年１月１日 
至 平成21年12月31日） 

 当事業年度において、当社は以下の資産グルー

プについて減損損失を計上しました。  

 当社は、事業用資産においては、工場単位毎に

資産のグルーピングをしております。また、賃貸

用不動産および遊休資産については、個別物件単

位毎に資産のグルーピングをしております。 

 その結果、北海道および九州の物流センターの

アウトソースにより遊休資産となりました当該資

産については、帳簿価額を回収可能価額まで減額

し、当該減少額を減損損失として計上しておりま

す。 

 なお、回収可能価額は正味売却価額により算定

しており、正味売却価額は売却予定額をもとに算

出しております。 

 また、上記の減損損失160百万円につきまして

は、事業構造改善費用の中に含まれております。 

※４ 減損損失  

場所 用途 種類 
金額 

(百万円) 

北海道 

石狩市 
遊休資産 

建物  10

構築物  0

車両運搬具  0

工具、器具 

及び備品 
 0

土地  35

計  47

福岡県

福岡市 
遊休資産 

建物  62

構築物  1

工具、器具 

及び備品 
 13

土地  35

計  113

合計  160

 当事業年度において、当社は以下の資産グルー

プについて減損損失を計上しました。  

 当社は、事業用資産においては、工場単位毎に

資産のグルーピングをしております。また、賃貸

用不動産および遊休資産については、個別物件単

位毎に資産のグルーピングをしております。 

 その結果、売却資産、遊休資産および生産設備

については、帳簿価額を回収可能価額まで減額

し、当該減少額を減損損失として計上しておりま

す。 

 なお、回収可能価額は正味売却価額により算定

しており、売却資産については売却価額を、遊休

資産および生産設備については、主に鑑定評価額

をもとに算出しております。 

 また、上記の減損損失229百万円のうち生産設備

27百万円につきましては、事業構造改善費用の中

に含まれております。 

※４ 減損損失   

場所 用途 種類 
金額 

(百万円) 

愛知県 

名古屋

市他 

事業所 

(売却資産)

建物  22

構築物  0

工具、器具 

及び備品 
 0

土地  26

計  49

福岡県

福岡市 
遊休資産

建物  84

構築物  1

工具、器具 

及び備品 
 17

土地  48

計  151

小計  201

  

福島県 

双葉郡 

他  

  

生産設備

建物  0

機械及び装置  25

車両運搬具   0

工具、器具 

及び備品 
 1

計  27

合計  229

※５ 固定資産除売却損は、建物、構築物、機械及び

装置等の陳腐化した資産の廃棄、および資産の売

却によるものであります。 

※５ 同左 



    前事業年度（自 平成20年１月１日 至 平成20年12月31日） 

    自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注）普通株式の自己株式の増加株式数6,328,520株は、取締役会決議による自己株式の取得による増加5,999,812株、

単元未満株式の買取りによる増加328,708株であります。 

    当事業年度（自 平成21年１月１日 至 平成21年12月31日） 

    自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注）１．普通株式の自己株式の増加株式数58,633株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 

２．普通株式の自己株式の減少株式数6,000,000株は、取締役会決議による自己株式の消却による減少でありま

す。 

（株主資本等変動計算書関係）

 株式の種類 
前事業年度末
株式数（株） 

当事業年度
増加株式数（株) 

当事業年度 
減少株式数（株) 

当事業年度末
株式数（株) 

 普通株式（注）  770,915  6,328,520  －  7,099,435

 株式の種類 
前事業年度末
株式数（株） 

当事業年度
増加株式数（株) 

当事業年度 
減少株式数（株) 

当事業年度末
株式数（株) 

 普通株式（注）１，２  7,099,435  58,633  6,000,000  1,158,068



  

（リース取引）

前事業年度 
（自 平成20年１月１日 
至 平成20年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成21年１月１日 
至 平成21年12月31日） 

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められ

るもの以外のファイナンス・リース取引（借主側)

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額

相当額及び期末残高相当額 

② 未経過リース料期末残高相当額 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零と

する定額法によっております。 

⑤ 利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得価額相当額

の差額を利息相当額とし、各期への配分方法に

ついては、利息法によっております。 

  
有形固定 
資産 

(百万円) 

無形固定
資産 

(百万円) 

合計
(百万円) 

取得価額相当額  742  271  1,014

減価償却累計額
相当額  438  164  603

期末残高相当額  303  107  411

１年内 百万円144

１年超  274

合計  418

③ 支払リース料 百万円207

減価償却費相当額  197

支払利息相当額  10

１ ファイナンス・リース取引（借主側） 

   該当事項はありません。 

   なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引

のうち、リース取引開始日が、平成20年12月31日

以前のリース取引については、従来通りの賃貸借

取引に係る方法に準じた会計処理によっており、

その内容は次のとおりであります。 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額

相当額及び期末残高相当額 

② 未経過リース料期末残高相当額 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

    リース期間を耐用年数とし、残存価額を零と

する定額法によっております。 

  
有形固定 
資産 

(百万円) 

無形固定 
資産 

(百万円) 

合計
(百万円) 

取得価額相当額  527  152  680

減価償却累計額
相当額  332  80  412

期末残高相当額  194  72  267

１年内 百万円132

１年超  141

合計  274

③ 支払リース料 百万円152

減価償却費相当額  143

支払利息相当額  8

⑤ 利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得価額相当額

の差額を利息相当額とし、各期への配分方法に

ついては、利息法によっております。 

２ オペレーティング・リース取引 ２ オペレーティング・リース取引 

未経過リース料  オペレーティング・リース取引のうち解約不能

のものに係る未経過リース料 

１年内 百万円512

１年超   4,134

合計  4,647

１年内 百万円512

１年超  3,622

合計  4,134



  

  

（有価証券）

前事業年度 
（平成20年12月31日） 

当事業年度 
（平成21年12月31日） 

１ 子会社株式で時価のあるもの 

   該当事項はありません  

１ 子会社株式で時価のあるもの 

   同左  

（税効果会計）

前事業年度 
（平成20年12月31日） 

当事業年度 
（平成21年12月31日） 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因

別の内訳 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因

別の内訳 

繰延税金資産   

退職給付信託設定額   百万円1,628

関係会社出資金評価損    1,279

返品調整引当金限度超過分    392

過年度研究費    215

賞与引当金限度超過分    185

投資有価証券評価損    183

事業構造改善費用    175

役員退職慰労引当金    90

貯蔵品    73

未払事業税    52

その他    698

繰延税金資産小計    4,974

評価性引当額    △94

繰延税金資産合計    4,880

      

繰延税金負債     

前払年金費用   百万円248

固定資産圧縮積立金    70

繰延税金負債合計    318

繰延税金資産の純額    4,562

繰延税金資産   

退職給付信託設定額   百万円1,628

関係会社出資金評価損    1,279

賞与引当金限度超過分    227

過年度研究費    143

事業構造改善費用    120

返品調整引当金限度超過分    120

減損損失    83

貯蔵品    60

役員退職慰労引当金    59

投資有価証券評価損    57

未払事業税    54

その他    562

繰延税金資産小計    4,397

評価性引当額    △83

繰延税金資産合計    4,313

      

繰延税金負債     

前払年金費用   百万円151

固定資産圧縮積立金    70

その他有価証券評価差額金    15

繰延税金負債合計    237

繰延税金資産の純額    4,076

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負

担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の

原因となった主要な項目別の内訳 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負

担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の

原因となった主要な項目別の内訳 

法定実効税率   ％40.7

（調整）   

交際費等永久に損金に算入され

ない項目 

  
 7.5

受取配当金等永久に益金に算入

されない項目 

  
 △0.2

住民税均等割    1.7

評価性引当額    0.6

試験研究費の法人税額特別控除    △5.4

その他    0.8

税効果会計適用後の法人税等の

負担率 

  
 45.7

法定実効税率   ％40.7

（調整）   

交際費等永久に損金に算入され

ない項目 

  
 3.6

受取配当金等永久に益金に算入

されない項目 

  
 △0.1

住民税均等割    0.9

評価性引当額    △0.4

試験研究費の法人税額特別控除    △3.8

その他    0.0

税効果会計適用後の法人税等の

負担率 

  
 40.9



 （注）第５回無担保転換社債は平成21年３月31日に満期償還しております。 

（１株当たり情報）

前事業年度 
（自 平成20年１月１日 
至 平成20年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成21年１月１日 
至 平成21年12月31日） 

１株当たり純資産額 円 銭510 56

１株当たり当期純利益   円05銭6

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について

は、潜在株式が希薄化効果を有しないため記載しており

ません。 

１株当たり純資産額 円 銭510 21

１株当たり当期純利益    円 銭14 26

潜在株式調整後１株当たり 

当期純利益 
   円 銭14 17

１株当たり当期純利益の算定上の基礎 １株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当

期純利益の算定上の基礎 

損益計算書上の当期純利益 百万円735

普通株式に係る当期純利益 百万円735

普通株主に帰属しない金額の主要な内訳 

該当事項はありません。  

普通株式の期中平均株式数 株121,629,501

 ―――――  

  

   

   

 ―――――  

損益計算書上の当期純利益 百万円1,651

普通株式に係る当期純利益 百万円1,651

普通株主に帰属しない金額の主要な内訳 

該当事項はありません。  

普通株式の期中平均株式数 株115,830,787

潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定に用いら

れた当期純利益調整額の主要な内訳 

支払利息（税額相当額控除後） 百万円21

当期純利益調整額 百万円21

潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定に用いら

れた普通株式増加数の主要な内訳 

転換社債（第５回無担保転換社債） 株2,204,777

普通株式増加数 株2,204,777

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益の算定に含まれなかった潜在株式の概要 

（転換社債） 

 第５回無担保転換社債（額面金額 百万円） 9,609

 ――――― 

（重要な後発事象）

前事業年度 
（自 平成20年１月１日 
至 平成20年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成21年１月１日 
至 平成21年12月31日） 

１ 平成21年２月27日開催の取締役会において、会社法 

178条の規定に基づき、自己株式を消却することを決議

しました。なお、内容については以下のとおりとなりま

す。 

 (1）消却の理由   

    株主利益の増加を図るため 

 ――――― 

 (2）消却する株式の種類 

   普通株式 

 (3）消却する株式数 

   6,000,000株 

  

 (4）消却予定日 

   平成21年３月31日 

  

 (5）消却後の発行済株式数 

   116,966,183株 

  

２ 当社の出資先であります泰道リビング㈱は、平成21年

３月19日に東京地方裁判所に民事再生法の適用を申請し

ました。 

 なお、同日現在、同社の投資有価証券を300百万円保

有しております。 
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